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 日本企業のマテリアリティ・重要課題（概要）

① 着手時期等により企業間の差が大きい。

② この問題に早くから取り組んでいる企業（先行組）の多くは、マルチステークホル

ダーを対象とするマテリアリティから出発して、価値協創ガイダンスに則したシング

ルマテリアリティに移行（ビジネスモデルの長期持続可能性を規定する非財務ファ

クター＝マテリアリティ）。

③ その後、ステークホルダー資本主義の影響からダブルマテリアリティに転じるべき

かの「迷い」も散見されるが、多くは「対象となる社会課題の成熟化→内部化→シ

ングルマテリアリティで対応可能」という立場に見える。従って、長期の時間軸でマ

テリアリティを検討している企業ほど、シングルといいながら、視野は広い。

④ この問題への取り組みが遅れた企業（後発組）は、かつて先行組が辿った道をな

ぞっている印象（マルチステークホルダー向けのアンケート、粒度の揃わない抽出

課題の散布 etc.）。
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 何に対する優先度を特定しているか（社会のサステナビリティか、企業
の価値創造か、また、時間軸を考慮しているか 等）

① 内部化（財務情報化）が進めば、社会課題の多くはシングルマテリアリティの文

法で処理可能と考える企業にとっては、何を優先するか（シングル／ダブルの議

論）は相対的な問題。時間軸に沿って、将来内部化されてくる予備軍をきちんと

認識出来ているか、自社のマテリアリティ分析が、将来内部化される課題を、柔

軟に価値創造シナリオに取り込めるダイナミズムを備えているか、の説明がテー

マ。

② 単純に「重要度」で考えると、コンプライアンス、コーポレートガバナンス等の基盤

にかかる情報と、価値創造につながる情報とが混在する傾向。これを回避する

ために、価値創造（事業／成長）に係るマテリアリティと、基盤に係るマテリアリテ

ィを分けて議論する企業もあり、価値創造とサステナビリティとに分解する最新

の議論とも整合的とみることも出来る。
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 マテリアリティ・重要課題の特定プロセス（経営陣や社外役員の関与、
投資家やその他SHとの対話等）の現状と課題

① 分析対象として抽出された課題の切り口や粒度によっては、完成版が「金太郎飴」

に見える場合もあることから、特定プロセスを詳細に開示することで差別化を志向

する向きもある。この場合、従業員を幅広く巻き込むことが多いが、多様なバックグ

ラウンドを持つステークホルダーを招集して外部との対話に注力する企業もある。

② 先行組では、ここで社員や社外に提示するたたき台の作成に経営陣が関与したり、

そもそも経営計画の策定と同期している場合が多いが、後発組では、社員・社外で

揉んだ案を「上に上げて、事務方案のご了解を得る」というアプローチも。

③ マテリアリティ特定作業を進めるにあたり、常に担当者の念頭にあるのが、「ここで

特定したテーマについて、先々KPIを設定して定量的に進捗管理をしなければなら

ない」という悩み。このため、中には定量化のしやすさが優先される場合も散見され

る。



まとめ

 先発組と後発組の差は「何のためのマテリアリティ分析か」に関する理解度に

起因するところが大きいように見える。視野を広く持ち、長い時間軸で外部不

経済への関与を回避する視点（社会のサステナビリティ重視）であれ、内部化

された課題の解決を成長と同期させる視点であれ、自社の長期的な成長を説

明する材料がマテリアリティと理解している企業は、投資家のエンゲージメント

も上手く利用しながら手法の改良を続けている。

 目的の理解が不十分な場合は、技術論に引っかかりがち。シングルかダブル

か、といった議論も混乱を助長している印象。

非財務情報開示のコンサルタントの認識にも幅がある。後発組ほど、コンサル

への依存度が高くなるため、今後、非財務情報開示ルールのコンバージェン

スが進むのに合わせて、目線あわせが必要では。

 とはいえ、企業の認識・問題意識は総じて着実にレベルアップしている。SX研

究会の提言がうまく活用されれば、一気にレベルアップするのではないか。
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